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1 「米国議会税制関連資料」とは何か
米国では立法過程において、上院、下院の委員会、および両院の委員会
で実質的な審議が行われると、そこで発生するほとんど全ての記録や文書
は国民に公開されることになっています。当資料1はそのようなものとし
てとくに税制の審議に関する記録を集成したものです。
当資料は米国の歳入構造や財政がいかなる過程を経て形成されるかを克
明かつ詳細に記録しているため、米国の行政過程の研究のみならず税制の
変遷や動向を知る上で欠くことのできない貴重な資料です。これらはまた
政治学、行政学、社会学上の視点からも優れた資料価値をもつものと考え
られます。
¤にしの・まり／商学部教授／経済政策論
1明治大学図書館所蔵資料はマイクロフィッシュ版 請求記号・M/1306//H
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2 当資料の内容と重要性
このコレクションは以下のものを包括的に集成したものです。
1° 税制を審議する主要な委員会（米国連邦議会上院の財政委員会、お
よび下院の歳入委員会）における公聴会議事録
2° 上記の上院・下院委員会において配布された各種の内部資料
3° 上記の各委員会が帰属する上院または下院への報告書
4° 行政機関から議会へ送付される（予算教書を含む）文書等
筆者は財政学や経済政策論の分野を研究領域としていることから、ここ
では経済学的視点から当資料について解説を試みたいと思います。米国は
多くの貿易相手国との密接な経済相互依存関係を通じて、これらの相手国
に対してマクロ的、ミクロ的な経済的影響を及ぼしています。わが国はそ
のような米国の強力な影響下におかれている国の 1つであり、米国の経済
政策、財政政策からの影響を勘案することなしには、マクロ経済運営上の
成功を収めることが不可能といっても過言ではありません。
ミクロ面から見ればわが国企業は米国企業との熾烈な競争に直面してい
ます。したがって、競争条件に影響を及ぼす米国の財政政策変更や税制改
正には強い関心を持たざるを得ません。その意味でも現代米国の税財政の
動向を研究する上で極めて重要な位置を占めている当資料は、ぜひとも身
近に備えておく必要があると言えるでしょう。
3 当資料の活用例
当資料がどのように有用であるかについて、レーガノミックス研究を例
にとって示してみましょう。レーガン政権は 1981年から 1988年の間に大
胆な税制変更の振り子を左右に揺らした「レーガノミックス」でつとに知
られています。
当政権は発足と同時に「経済再生租税法」(ERTA1981)を施行し、法人
税や所得税の減税を中心とする大々的な税制改革に着手しました。とくに
法人税に関しては減税を税率の引下げではなく、投資インセンティヴを高
める種々の租税優遇措置を導入して実質減税を図った点で特徴的です。こ
れは経済の供給サイドを重視するサプライ・サイド・エコノミックスを理
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論的背景として導き出された政策手法で、資源配分に対して非中立的な税
制と言えます。
その結果、経済は一応回復に向かったのですが、特定産業や特定企業に
だけ有利な優遇税制を導入した結果、産業間、企業間において実質的な法
人税負担率に大幅な格差をもたらしてしまいました。これが税負担の高い
分野から低い分野に資本を移動させて資源配分を人為的に変えるという
「資源配分上のディストーション問題」を引き起こしてしまったのです。こ
れに対する批判を受けて、レーガン政権第 2期目には、優遇措置を廃止、
課税ベースを拡大して減税には法人税率引下げを用いる中立的タイプの
「1986年租税法」が ERTAに取って代わったのです。
この「1986年租税法」が制定されるまでには、1°「財務省案 (1984.11)」、
2°「大統領案 (1985.5)」、 3°「下院修正案 (1985.12)」、 4°「上院修正案」そ
して最後に 5°「最終法案 (1986.8)」と、議論の流れがあり、当資料は、そ
の経緯を詳細にわたって記録し、いかなる議論が展開されたか、1986年税
制改正のポイントが何であったか、公平性、中立性、簡素性に関してもっ
とも理想的な改革案であった「財務省案」が時間経過につれて骨抜きにさ
れて行く様子を克明に示しています。
まず最初の 1°財務省案は、第 1期レーガノミックスの資源配分に対し
非中立的税制を中立的税制に改革するというスタンスに最も厳しく立ち、
特定産業・企業を優遇する租税措置を大胆に廃止して課税ベースを拡大、
税率を引き下げる提案でした。その半年後に提出された 2°大統領案は、第
1期レーガノミックスの ERTAを部分的に引継ぐ改革案、さらに 2°を修正
した 3°下院修正案と 4°上院修正案は、 2°と大同小異のものでした。4つの
改革案を 5年間にわたってシミュレートした増税額と減税額のレベルの比
較が、それぞれのスタンスを雄弁に物語っています。つまり改革案に基づ
く法人税増税額は、 1°＞ 3°＞ 2°＞ 4°の順で財務省案が最多、上院案が最少
となっています。また個人所得税の減税額に関する同様の順位も、 1°＞ 3°
＞ 2°＞ 4°となっています。結局、最終法案は最終順位である 2°と 4°の中間
に落ち着きましたが、これらは多くのことを私たちに教示し示唆していま
す2。
2西野万里『法人税の経済分析』1998 年 東洋経済新報社、参照
31
4 むすび
これまで当資料の有用性と必要性について述べてきましたが、当資料の
購入を希望した理由として、以下の点を付け加えておきたいと思います。
第 1に、すでに本学図書館では、当資料と密接に関係する、上・下両
院の金融委員会、両院合同の経済、税制委員会、および予算編成局の資料
(全てマイクロフィッシュ版)が所蔵されていますが、今回購入を希望した
税制関連委員会資料だけが未所蔵でした。これらの委員会は相互に関連し
合って活動しており、詳細かつ十全な学術研究を進めるにあたり、当資料
は不可欠であると判断しました。
第 2に、これまで研究者は資料が必要な時に当該資料を所蔵する機関を
探し出してそこまで出向き膨大な量のコピーをとるという方法によって研
究を続けてきました。当資料の所蔵はこのような困難な研究の壁を除去し
てくれるものと期待されます。当資料が高価なマイクロフィッシュ版であ
る理由として次の点をご理解いただければ幸いです。当資料のオリジナル
を入手するのが極めて困難でありマイクロ版以外には供給されていないこ
と、また膨大な資料であるために収納上の制約から考えるとマイクロ版が
最も便利であること、の 2点です。
最後に当資料が明治大学図書館に所蔵されたことについて、利用者を代
表して、関係各位に心から感謝を申し上げたいと思います。　
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